
地 域 再 生 計 画    

                              

1  地域再生計画の名称 

    塩山市「安」「禅」「山」「水」・ふるさと再生計画 

2  地域再生計画の作成主体の名称 

塩山市 

3  地域再生計画の区域 

    塩山市の全域 

4  地域再生計画の目標 

   本市は、山梨県甲府盆地の北東部に位置し、人口２６，２３２人（Ｈ17/4/1現在）、

面積１８４．７４ｋ㎡で、市域の大半は山林山岳地域で占められ、約２０％が住民生活

圏域となっている。生活圏域のほとんどは南側にあり、人口１２，０００人程度の市街

地を形成し、周辺丘陵地帯に桃、ぶどう等の生産を行っている農村集落が点在している。

北側の山林山岳地域は多摩川源流域で秩父多摩甲斐国立公園に指定され、東京都水源林

にもなっていて自然環境に富んだ状況である。  

   本市の公共水域の状況は、近年の生活様式の変化や主力産業の農業形態が米麦栽培か

ら果樹栽培へ転換したことによる水利用形態の変化や住民の自然水利への関心、意識の

低下等により荒廃、汚濁が生じている。 

このことから市では、水環境改善の対策として生活排水を処理するため、昭和５４年

度から市街地を中心に公共下水道事業を、平成１５年度から浄化槽の個人設置型事業を

実施し、平成１５年度末の公共下水道の普及率は３４．６％、浄化槽は４％と汚水処理

人口普及率は３８．６％までに達したものの依然低迷している。 

このため、汚水処理施設の整備を一層促進し、市街地から山村地域までの生活環境の

向上を図るとともに、市民に対し生活排水が環境に与える影響の周知や汚水処理施設の

理解、並びに公共水域の美化活動による環境意識の高揚を図る。 

これにより、水環境の改善、川辺の生態環境の復活を実現し、水辺が市民の癒しの場

としても観光資源としても有効に活用でき、市民活動による「ホタルの観賞会」や「鯉

飼育」などの活動も拡充が可能となり、安らぎ（「安」「禅」）のある生活環境を作り

出す。 

【数値目標】 

  現在の汚水処理人口普及率３８．６％を平成２１年度までに５０％、処理人口１３，２０

０人（行政人口２６，２３２人対象）到達を目標とする。 

 

５  目標を達成するために行う事業 

5-1 全体の概要 

公共下水道事業については、現行下水道事業認可区域の千野地区を重点に整備を行い、

赤尾地区については平成19年度に事業認可区域に取り込み平成20年度から整備を行



う。また、浄化槽事業については、平成 18 年度までは現行の個人設置型とし平成 19

年度からは市町村設置型として整備を行う。 

さらに、関連事業として汚水処理に対する住民意識向上の啓発活動、並びに公共水域

の美化活動を併せて行う。 

5-2 法第４章の特別の措置を適用して行う事業 

   汚水処理施設整備交付金を活用する事業 

  ［事業主体］ 

・いずれも塩山市 

［施設の種類］ 

  ・公共下水道、 浄化槽 

［事業区域］ 

  ・公共下水道  事業認可区域    千野地区 （平成11年10月18日認可） 

事業認可予定区域  赤尾地区 （平成19年4月認可予定） 

  ・浄化槽    公共下水道計画区域外 

[事業期間] 

 公共下水道    事業認可区域    平成１７年度～１９年度 

事業認可予定区域  平成２０年度～２１年度 

 浄化槽      平成１７年度～２１年度 

   ［整備量］ 

     ・公共下水道    Φ２００    Ｌ＝７，７１２ｍ 

     ・浄化槽      5～10人槽   １４６基 

                  （個人設置型  ５６基  平成１７～１８年度）  

          （市町村設置型 ９０基  平成１９～２１年度） 

     なお、各施設による新規の処理人口は下記の通り。 

公共下水道 千野地区で２７１人、赤尾地区で１８７人、浄化槽は公共下水道計画

区域外で５２５人 

   ［事業費］ 

  公共下水道            ７１２，２００千円 

            （うち、単独 ２７２，２００千円） 

            （うち、国費 ２２０，０００千円） 

  浄化槽（個人型）          ２２，３５３千円 

            （うち、国費   ７，４５１千円） 

  浄化槽（市町村設置型）       ９０，０００千円 

            （うち、国費  ３０，０００千円） 

     合計               ８２４，５５３千円 

               （うち、単独 ２７２，２００千円） 

               （うち、国費 ２５７，４５１千円） 



  ５-３ その他の事業 

    ・ 汚水処理施設に対する住民意識向上の啓発事業 

      市広報誌、地域ＣＡＴＶにおいて、公共下水道事業、浄化槽普及促進啓発を行う。 

・ 「市内一斉河川清掃」事業 

毎年１回、中小河川から側溝まで市内全ての河川を市民総参加により、清掃活動

を行う。 

      

６  計画期間 

     平成１７年度～２１年度 

     

7 目標の達成状況に係る評価に関する事項 

    計画終了後に、４に示す数値目標に照らし状況を調査、評価し、公表する。また、必

要に応じて事業の内容の見直しを図ることとする。 

 

８  地域再生計画の実施に関し当該地方公共団体が必要と認める事項 

   該当無し 

 

（添付資料） 

① 地域再生計画の区域に含まれる行政区画を表示した図面（付1-1） 

② 汚水処理施設整備区域図（付1-2） 

③ 地域再生計画の工程表及びその内容を説明した文書（付2） 

④ 地域再生計画の全体像を示すイメージ図（付3） 


